
(証券コード7975)
平成28年５月10日

株 主 各 位
大阪市中央区農人橋一丁目１番22号

代表取締役社長 田 中 宏 和
　

第68期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　このたびの熊本・大分地震により被災された皆様には、心よりお見舞いを申しあげ
ますとともに、一日も早い復旧、復興をお祈り申しあげます。
　さて、当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、なにとぞご
出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平
成28年５月25日（水曜日）午後５時20分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成28年５月26日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

2. 場 所 大阪市中央区農人橋一丁目１番22号 大江ビル13階
当社本店会議室（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 1. 第68期（平成27年３月１日から平成28年２月29日まで）
事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

2. 会計監査人及び監査役会の第68期連結計算書類監査結果報告
の件

決 議 事 項
　第１号議案 株式併合の件
　第２号議案 定款一部変更の件
　第３号議案 取締役７名選任の件
　第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

2. 事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の記載すべき事項を修正す
る必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.lihit-lab.com/corporation/ir.htm）に掲載いたしますのでご了承くださ
い。
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添付書類

事 業 報 告

（平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度の我が国経済は、円安や米国経済の回復等により企業業績の改
善が進み、雇用環境も好転しましたが、個人消費の低迷や新興国経済の減速によ
る影響等により、景気の回復は緩やかなものに止まりました。また、期末にかけ
て株価の下落や外国為替市場における円相場の不安定な動き等もあり、不透明な
環境で推移いたしました。
当業界におきましては、回復の兆しが見られるものの、顕著な改善までには至

っておらず、加えてコスト上昇の影響が継続しており、厳しい市場環境が続いて
おります。

このような状況のもと、当社グループでは、事務用品等事業において「良い品
はお徳です」をモットーに、パーソナルユースを中心とした製品を拡充し、魅力
ある新製品を積極的に投入してまいりました。

新製品シリーズでは、コンパクトな二穴パンチ、コンパクトパンチが、各種メ
ディアから注目され、売上増に寄与しております。また、見出しがフラットにな
って表紙と一体化した新デザインファイルＡＱＵＡ Ｗｉｎｄｏｗ（アクアウイン
ドウ）シリーズ、インテリアと共存するファイリング製品ｎｏｉｅ－ｓｔｙｌｅ
（ノイエスタイル）シリーズを発表いたしました。既存の１／３（ワンサード）イ
ンチピッチシリーズでは、ツイストノート（デザイナーシリーズ）を数量限定で
発売いたしました。ＳＭＡＲＴ ＦＩＴ（スマートフィット）シリーズでは、バッ
グ＆ポーチの新シリーズＡＣＴＡＣＴ（アクタクト）を発表し、ＴＨＥ ＤＥＳＩ
ＧＮ ＭＩＮＤ ＣＯＭＰＡＮＹ（ザ デザイン マインド カンパニー）では、画用
紙の差し替えができるスケッチブックを中心とした画材シリーズＡＲＴ ＳＥＲＩ
ＥＳ（アートシリーズ）を新たに投入いたしました。

この結果、事務用品等事業は、新製品の投入や海外売上の増加、一部製品の値
上げ効果の示現等により増収となりました。

また、不動産賃貸事業は、テナント賃貸収入等の減少により減収となりました。
以上により、当連結会計年度における売上高は、93億５千１百万円（前連結会

計年度比1.8％増）となりました。
利益面につきましては、ベトナム生産子会社における部材の内製化や製品の生

産増強、原材料等の調達先の見直し等による製造原価の低減を推進し、経費の抑
制に努めましたが、売上高が通期予想額に達しなかったことに加え、円安の影響
による製品調達コストの高止まりが継続したこと等により６千５百万円の営業損
失（前連結会計年度は営業損失３千６百万円）、期末にかけての為替相場の変動に
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より為替差益計上額が大幅に減少したこと等により６千５百万円の経常損失（前
連結会計年度は経常利益２億円）、当期純損失は５千６百万円（前連結会計年度は
当期純利益９千１百万円）となりました。

当連結会計年度の期末配当金につきましては、経営環境や業績の見通し等を総
合的に勘案し、平成28年４月18日開催の取締役会決議により、１株当たり年間の
配当金を５円とさせていただきました。

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

部 門 売上高（百万円) 構成比（％)
前連結会計年度比

増減（％）

フ ァ イ ル 3,081 33.0 1.0

バインダー・クリヤーブック 2,092 22.4 2.1

収 納 整 理 用 品 2,682 28.7 6.6

そ の 他 事 務 用 品 1,155 12.3 △4.1

事 務 用 品 等 事 業 9,012 96.4 2.2

不 動 産 賃 貸 事 業 339 3.6 △7.1

合 計 9,351 100.0 1.8

【事務用品等事業】
＜ファイル部門＞

法人需要は、総じて伸び悩んだものの、ルーパーファイル、リングファイル、
カラークリヤーホルダー、パンチレスファイル＜ＨＥＡＶＹ ＤＵＴＹ（ヘビー
デューティ）＞、リクエスト・Ｄ型リングファイル等は、堅調な売上となりま
した。その結果、ファイル部門の売上高は30億８千１百万円（前連結会計年度
比1.0％増）となりました。
＜バインダー・クリヤーブック部門＞

リクエスト・クリヤーブック＜ポケット交換タイプ＞、ＡＱＵＡ ＤＲＯＰｓ
（アクアドロップス）シリーズのクリヤーブックフラット、クリヤーポケット、
１／３インチピッチシリーズのツイストノートが好調を維持いたしました。そ
の結果、バインダー・クリヤーブック部門の売上高は20億９千２百万円（前連
結会計年度比2.1％増）となりました。
＜収納整理用品部門＞

機能を充実させた机収納シリーズの机上台、ＳＭＡＲＴ ＦＩＴシリーズのキ
ャリングポーチ、キャリングバッグ、バッグ・イン・バッグ、ペンケースが好
調に売上を伸ばしました。その結果、収納整理用品部門の売上高は26億８千２
百万円（前連結会計年度比6.6％増）となりました。
＜その他事務用品部門＞

新製品のコンパクトパンチが売上を伸ばしましたが、病院向けメディカル用
品等をはじめとする既存製品の売上が総じて伸び悩み、その結果、その他事務
用品部門の売上高は11億５千５百万円（前連結会計年度比4.1％減）となりまし
た。
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以上の結果、事務用品等事業の売上高は、90億１千２百万円（前連結会計年
度比2.2％増）となり、セグメント損益につきましては、円安の影響による製品
調達コストの高止まりが継続したこと等により１億１千８百万円の損失となり
ました。

【不動産賃貸事業】
　不動産賃貸事業は、引き続き市況低下の影響が続く中、本社ビルの貸室稼働率
が低下したこと等により、売上高は３億３千９百万円（前連結会計年度比7.1％
減）となり、セグメント利益は５千３百万円となりました。

　(2) 設備投資等の状況及び資金調達の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は１億５千９百万円で、その主なものは静岡

事業部及びLIHIT LAB. VIETNAM INC.の生産設備等であります。その資金は自己資
金でまかないました。

　(3) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 65 期

(平成25年２月期)
第 66 期

(平成26年２月期)
第 67 期

(平成27年２月期)

第 68 期
(平成28年２月期)
(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 8,808 8,992 9,186 9,351

経 常 利 益 ま た は
経 常 損 失 ( △ )

(百万円) 390 381 200 △65

当 期 純 利 益 ま た は
当 期 純 損 失 ( △ )

(百万円) 211 208 91 △56

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失(△)

(円) 11.92 12.07 5.38 △3.36

総 資 産(百万円) 13,295 13,128 13,149 13,241

純 資 産(百万円) 8,314 8,524 8,597 8,495

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 468.50 501.82 506.25 500.29

(注)1. １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失（△）は、自己株式数を控除した期中平均
発行済株式数により算出しております。

2. １株当たり純資産額は、自己株式数を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

　(4) 対処すべき課題
次期の経済環境につきましては、米国経済は底堅い推移が見込まれるものの中

国をはじめとする新興国経済や産油国経済は減速の継続が予想される等、世界経
済の先行き不透明感の強い状況が続くものと思われます。

日本経済も企業の設備投資や個人消費の伸びが期待されますが、緩やかな回復
に止まるものと予想されます。

事務用品業界におきましては、パーソナル需要は堅調な推移が見込まれますが、
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法人需要は低調な推移が見込まれるものと思われます。為替相場もやや円高に振
れたとはいえ依然として原材料、製品の調達コストは高止まりした状況が続くも
のと思われます。また不動産の賃貸市況は、大阪市のテナント需要は引き続き盛
り上がりに欠ける状況が続くものと思われます。

当社におきましては、このような環境のもと、常に変化に柔軟かつ強力に対応
できる体制を構築していかなければならないと認識いたしております。

事務用品等事業におきましては、円安により高騰した製造コストの低減を早急
に実現させることが最大の課題であり、調達を含む生産体制の整備を推進する必
要があります。同時に事務用品市場が総じて伸び悩む中で、新市場の開拓の推進
体制や新製品の開発体制の一層の強化を図る必要があります。

　

①製造コストの低減
ベトナムの生産子会社を含む海外調達につきましては、昨今の円安により

調達コストが高止まりしている状況にありますが、依然人件費等製造コスト
の優位性は保たれております。従って自社の国内、海外の生産体制の見直し
とともに、ベトナムの生産子会社の一層の効率化を推進し、自社製造コスト
の引き下げを図る必要があります。

製品や原材料等の調達につきましては、よりフレキシブルな生産、調達
ルートを整備、確保していく必要があります。

現在鋭意調達、生産体制の整備を進めてきております。
②新製品の開発体制の強化

パーソナル需要が中心となってきており、個人消費者のニーズ、嗜好を満足さ
せる新製品の開発体制を、拡充、強化していく必要があります。

また新製品の開発にあたっては高付加価値製品を拡大していく必要があります。
１／３インチピッチシリーズやＳＭＡＲＴ ＦＩＴシリーズ、ＡＲＴ ＳＥＲＩＥ
Ｓ等新市場を開拓する新製品を投入してきておりますが、引き続き斬新かつ機能
的で高付加価値の新製品の開発を進めてまいります。
③新市場の開拓

事務用品市場は成熟化しており国内市場は総じて伸び悩んでおります。従って
事務用品の深掘りや周辺市場、ルートの開拓を進める必要があります。そうした
市場を開拓する新製品の開発、投入を行っていきます。

また現在進めております海外市場の開拓は、ＡＱＵＡ ＤＲＯＰｓシリーズやＳ
ＭＡＲＴ ＦＩＴシリーズ等着実に市場を開拓し、伸長してきております。引き続
き海外市場の開拓を進めてまいります。

不動産賃貸事業におきましては、テナントの募集活動を強化し稼働率の引き上
げを図ってまいります。

以上のような課題の解決を鋭意進めて収益力の回復を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜ります
ようお願い申しあげます。
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　(5) 重要な親会社及び子会社の状況（平成28年２月29日現在）
①親会社との関係
　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

大江ビルサービス株式会社 10百万円 100％ 不動産の管理

LIHIT LAB. VIETNAM INC. 5,000千USドル 100％ 事務用品等の製造

　
　(6) 主要な事業内容（平成28年２月29日現在）

　当社グループは、事務用品等の製造・販売及び不動産の賃貸を行っており、そ
れを大別しますと主なものは次のようになります。

セグメントの名称 主 要 製 品

事
務
用
品
等
事
業

フ ァ イ ル
クリヤーホルダー・リングファイル・パンチレスファイル・パイプ式
ファイル

バインダー・クリヤーブック ノート・バインダー・クリヤーブック・コンピューターバインダー

収 納 整 理 用 品
バッグ・クリヤーケース・クリップボード・カードホルダー・デスク
トレー・机上用品

そ の 他 事 務 用 品 オートパンチ・ペーパードリル・製本用多穴パンチ・メディカル用品

不 動 産 賃 貸 事 業 ビル等の賃貸・管理

　(7) 主要な営業所及び工場（平成28年２月29日現在）
①当 社

本 社 大阪府大阪市

東 京 支 店 東京都中央区

営 業 所 札 幌：北海道札幌市

名古屋：愛知県名古屋市

広 島：広島県広島市

福 岡：福岡県福岡市

静岡事業部工場 静岡県菊川市

静 岡 事 業 部
物流センター

静岡県菊川市

　
②子会社

国 内 大江ビルサービス株式会社：大阪府大阪市

海 外 LIHIT LAB. VIETNAM INC.：ベトナム社会主義共和国ハイフォン市
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　(8) 従業員の状況（平成28年２月29日現在）
①企業集団の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

662名 ２名増

(注) 従業員数には、嘱託社員４名及び臨時従業員65名は含まれておりません。
　

②当社の従業員数

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

168名 ２名増 44.6歳 20.7年

(注) 従業員数には、出向社員２名、嘱託社員４名及び臨時従業員65名は含まれておりません。
　

　(9) 主要な借入先（平成28年２月29日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 580 百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 555

　
2. 会社の株式に関する事項（平成28年２月29日現在）

　(1) 発行可能株式総数 40,000,000株
　(2) 発行済株式の総数 16,980,250株（自己株式2,098,250株を除く)
　(3) 株 主 数 1,753名
　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

リ ヒ ト ラ ブ 共 栄 会 1,523 千株 8.97 ％

田 中 経 久 843 4.96

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 735 4.32

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 655 3.86

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 547 3.22

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 523 3.08

加 藤 清 行 370 2.17

リ ヒ ト ラ ブ 社 員 持 株 会 360 2.12

田 中 莞 二 286 1.68

シ ー ダ ム 株 式 会 社 244 1.43

(注) 当社は、自己株式2,098,250株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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　(5) その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

3. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役（平成28年２月29日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 田 中 経 久

代 表 取 締 役 社 長 田 中 宏 和 営業本部長

常 務 取 締 役 田 中 文 浩 静岡事業部長

常 務 取 締 役 大 内 高 明 管理部長

常 務 取 締 役 道 家 義 則 営業本部副本部長兼販売計画部長

取 締 役 桜 井 宏 東京支店長兼海外営業部担当

取 締 役 古 谷 勝 紀 生興株式会社会長

監 査 役(常勤) 上 野 鉃 二

監 査 役(常勤) 青 木 司

監 査 役 山 下 忠 雄 友添・山下総合法律事務所 弁護士

監 査 役 和 中 修 二 和中会計事務所長 株式会社パトライト監査役

(注)1. 取締役 古谷勝紀氏は、社外取締役であります。なお、古谷勝紀氏は、株式会社東京証券取
引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出てお
ります。

2. 監査役 山下忠雄氏及び和中修二氏は、社外監査役であります。なお、山下忠雄氏及び和中
修二氏は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員
として、同取引所に届け出ております。

3. 当社は、取締役会の一層の活性化を促し、経営の意思決定や業務執行の迅速化、監督機能の
強化等を図るため、執行役員制度を導入しております。
執行役員は以下の５名であります。
執行役員 杉本 直道 [LIHIT LAB. VIETNAM INC. 社長]
執行役員 田中 収一 [東京ＭＤ部部長兼静岡事業部ベトナム計画室室長兼購買部担当]
執行役員 森下世紀雄 [大阪店長]
執行役員 有本 佳照 [デザインプレイス室長]

　 執行役員 樋上 誠治 [量販部部長兼通販部担当]
なお、４月25日をもって執行役員 森下世紀雄氏の担当を大阪店長からLIHIT LAB. VIETNAM
INC. 副社長に変更しております。

4. 監査役 和中修二氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有している者であります。

　(2) 当事業年度中の取締役及び監査役の異動
①就任
　平成27年５月21日開催の第67期定時株主総会において、古谷勝紀氏が取締役
に、山下忠雄氏及び和中修二氏が監査役に選任され、就任いたしました。

②退任
　平成27年５月21日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって、古谷勝紀氏
及び河野修一郎氏は監査役を任期満了により退任いたしました。
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　(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める
額を限度としております。

　(4) 取締役及び監査役の報酬等の額
取締役 ７名 99百万円（うち社外取締役 １名 １百万円）

監査役 ６名 26百万円（うち社外監査役 ４名 ４百万円）

(注)1. 上記には、平成27年５月21日開催の第67期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役２
名を含んでおります。

2. 上記報酬等の額には、当事業年度中に費用処理した役員賞与引当金及び役員退職慰労引当金
の繰入額を含んでおります。

3. 上記のほか、使用人兼務取締役に対し使用人分給与（賞与を含む）６百万円を支給しており
ます。

4. 上記のほか、平成27年５月21日開催の第67期定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を
下記のとおり支給しております。
・退任社外監査役 ２名 ２百万円
なお、過年度事業報告において役員報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金の繰入額２百
万円を含んでおります。

　(5) 社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係
　取締役の古谷勝紀氏は、生興株式会社の会長であり、同社は当社と仕入取引
関係があります。監査役の山下忠雄氏は、友添・山下総合法律事務所の弁護士
であり、当社は同事務所と法律顧問契約を結んでおります。監査役の和中修二
氏は、和中会計事務所の所長であり、株式会社パトライトの監査役であります
が、同事務所及び同社と当社の間に特別な関係はありません。

②特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

③当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 古 谷 勝 紀

当事業年度において就任後に開催された取締役会９回のうち
８回に出席し、必要に応じ、企業経営者としての豊富な経験
と高い識見から、適宜審議に必要な質問、意見を述べており
ます。

監査役 山 下 忠 雄

当事業年度において就任後に開催された取締役会９回のうち
９回、監査役会５回のうち５回に出席し、必要に応じ、主に
弁護士としての専門的見地から、適宜審議に必要な質問、意
見を述べております。

監査役 和 中 修 二

当事業年度において就任後に開催された取締役会９回のうち
９回、監査役会５回のうち５回に出席し、必要に応じ、主に
公認会計士及び税理士としての専門的見地から、適宜審議に
必要な質問、意見を述べております。
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4. 会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称

　ひびき監査法人

　(2) 会計監査人に関する報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 21百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21百万円

(注) 1. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積の算出根拠
等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行
っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額には
これらの合計額を記載しております。

　(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関す
る議案の内容を決定いたします。
　また、当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている項
目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会におきまして、解任の旨及びその理由を報告いたします。

　(5) 当社の会計監査人以外の監査法人等による子会社の計算書類の監査の状況

当社子会社のLIHIT LAB. VIETNAM INC.は、DELOITTE VIETNAM COMPANY LIMITED
の監査を受けております。

5. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正性を確保するための体制等の整備についての決議の内容及びその運用状況の概要
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他当社の業務並びに当社、大江ビルサービス㈱及びLIHIT LAB.
VIETNAM INC.（以下「子会社」という。）から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして法務省令で定められた体制の整備を行うものとす
る、とし、４項目に分けてそれぞれの体制の整備を決議いたしております。

　決議の概要は以下のとおりであります。
①当社は、コンプライアンス体制を確立し、内部通報やモニタリング等の機能
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を適切に運営し、取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制を整備するものとする。

②当社は、情報の保存・管理体制、リスク管理体制及び権限・報告等の体制を
適切に構築、運営し、業務の適正を確保するための体制を整備するものとす
る。

③当社は、子会社の、当社への報告に関する体制、リスク管理体制、効率的な
体制及びコンプライアンス体制を適切に構築、運営し、子会社の業務の適正
を確保するための体制を整備するものとする。

④当社は、監査役の職務の執行に関し、監査役の職務の補助者に関する体制、
監査役への報告に関する体制、報告者の保護に関する体制、監査役の職務の
執行に係る費用の精算に関する体制及び監査役の実効的な監査体制を整備す
るものとする。

　運用状況の概要は以下のとおりであります。
①コンプライアンス体制の整備

当社は従来より行動規範を定め、内部通報手続、財務報告に係る内部統制

に関する規程、経理規程等の社内諸規程を整備し、社内イントラに掲示して

その運用の徹底を図っております。

また稟議規程を定め決裁権限を明確にするとともに、効率的な意思決定が

行えるよう努めております。また稟議類は随時監査役が閲覧できる体制とし

ており、適切に運用されているか、常時モニタリングができるようにいたし

ております。

反社会的勢力との取引の排除については、取引契約書または覚書で排除条

項を取り入れる他、取締役、従業員に徹底を図っております。

②情報の保存・管理体制、リスク管理体制の整備
文書管理規程、営業秘密管理規程、情報システム管理規程、個人情報保護

管理規程等を定め、情報の管理体制の徹底を図っております。

またリスク管理についてはリスク管理規程を定めその体制の整備を行って

いる他、役員が定期あるいは随時リスク管理事項、懸案事項等の情報を共有

し、具体的な対応方針等の討議を行っております。

③子会社の報告管理体制等の整備
関係会社管理規程の改定を行い管理体制の強化を図った他、内部監査規程

において本社内部監査室の監査を定めており、実地監査を行っております。

また監査役、監査法人による監査も行われております。監査法人の要望に

より現地の監査法人との連携も強化されました。また現地の内部通報手続に
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おいては、本社への直接の通報手続も定められております。

④監査役の執行等に関する体制
直接の監査役スタッフは置いておりませんが、管理部のスタッフが監査役

の業務の執行を支援する体制といたしております。代表者とのミーティング

の他、内部監査室、監査法人との間で定期的にまたは随時ミーティング等の

情報交換が行われており、効率的な監査ができる体制といたしております。

また、内部通報手続において、報告窓口に監査役を加えております。

　
　(2) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基
本方針は、特に定めておりません。

　(3) 剰余金の配当等の決定に関する事項
　当社の剰余金の配当等の決定につきましては、永続的かつ安定的な事業基盤を
確立し、株主の皆様に対する利益還元を安定的に継続していくことを基本方針と
いたしております。そのために、内部留保を充実させ強固な財務基盤を確立し、
安定的な剰余金の配当等を実施できる体力を確保することに努めております。内
部留保資金につきましては、将来の事業展開等を勘案の上、生産設備等の有効投
資を行うことといたしております。
　具体的な配当水準の決定につきましては、以上の基本的な考えに基づき、業績、
剰余金の水準、経営環境等を総合的に検討し、期末基準で行うこととして決定し
てきております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
　 また、比率は表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年２月29日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

(有形固定資産)

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

(無形固定資産)

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,726,696

1,024,272

1,864,118

1,729,389

85,409

859,259

93,758

74,290

△3,802

7,514,600

(6,165,275)

2,506,136

641,914

2,925,180

10,162

81,881

(43,441)

(1,305,884)

905,528

2,341

406,711

△8,697

流 動 負 債 2,315,378

支払手形及び買掛金 1,019,490

短 期 借 入 金 789,000

未 払 法 人 税 等 7,747

賞 与 引 当 金 108,229

役 員 賞 与 引 当 金 10,435

そ の 他 380,475

固 定 負 債 2,430,897

長 期 借 入 金 784,000

繰 延 税 金 負 債 169,948

役員退職慰労引当金 164,173

退職給付に係る負債 1,080,331

長 期 預 り 保 証 金 232,443

負 債 合 計 4,746,275

【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 8,065,591

資 本 金 1,830,000

資 本 剰 余 金 1,411,861

利 益 剰 余 金 5,222,511

自 己 株 式 △398,781

その他の包括利益累計額 429,430

その他有価証券評価差額金 361,045

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 372

為 替 換 算 調 整 勘 定 206,626

退職給付に係る調整累計額 △138,614

純 資 産 合 計 8,495,021

資 産 合 計 13,241,297 負債・純資産合計 13,241,297
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,351,199

売 上 原 価 6,648,999

売 上 総 利 益 2,702,200

販売費及び一般管理費 2,767,560

営 業 損 失 65,360

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 16,784

受 取 保 険 金 3,305

為 替 差 益 6,583

そ の 他 14,637 41,310

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,547

支 払 手 数 料 12,013

そ の 他 15,421 40,983

経 常 損 失 65,033

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 4,995 4,995

税金等調整前当期純損失 70,029

法人税、住民税及び事業税 35,838

法 人 税 等 調 整 額 △48,875 △13,037

少数株主損益調整前当期純損失 56,991

当 期 純 損 失 56,991
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 27年３月１日残高 1,830,000 1,411,861 5,364,422 △398,106 8,208,177

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △84,919 △84,919

当 期 純 損 失 △56,991 △56,991

自 己 株 式 の 取 得 △674 △674

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ―

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

― ― △141,910 △674 △142,585

平成 28年２月 29日残高 1,830,000 1,411,861 5,222,511 △398,781 8,065,591

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成 27年３月１日残高 338,975 7,786 171,626 △128,570 389,816 8,597,994

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △84,919

当 期 純 損 失 △56,991

自 己 株 式 の 取 得 △674

自 己 株 式 の 処 分 ―

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

22,070 △7,413 35,000 △10,043 39,613 39,613

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

22,070 △7,413 35,000 △10,043 39,613 △102,972

平成 28年２月 29日残高 361,045 372 206,626 △138,614 429,430 8,495,021
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連結注記表（自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日）

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

大江ビルサービス㈱、LIHIT LAB. VIETNAM INC.

すべての子会社を連結しております。

2. 持分法の適用に関する事項

関連会社がないため、該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、LIHIT LAB. VIETNAM INC.の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの　……………………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　……………………………… 移動平均法による原価法

②た な 卸 資 産　…………………………………… 主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、㈱リヒトラブの静岡事業

部及び大阪配送センター（賃貸用）の建物、構築物並びに平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。

在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　……………………………… ７～45年

機械装置及び運搬具　………………………… ５～12年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

③リ ー ス 資 産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成21

年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
①貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

②賞 与 引 当 金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当連結会計年度の負担相当
額を計上しております。

③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当連結会計年度の負担相当額
を計上しております。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して
おります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を行っております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

原材料等の輸入取引により発生する外貨建債務に係る将来の為替相場の変動リスクをヘッジ
するために為替予約取引（買建）を、借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワッ
プ取引を利用しております。

③ヘ ッ ジ 方 針

通常の営業取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務に係る為替相場の変動リスク及び借入金に
係る金利変動リスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法
事前テスト及び決算日と第２四半期決算日における事後テストにより有効性の評価を行って
おります。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

会計方針の変更に関する注記

（会計方針の変更等）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成
27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給
付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当連結会計年度から適用しております。なお、
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退職給付債務及び勤務費用の計算方法は、期間定額基準によっており従来の計算方法と変更はあり
ません。また、割引率の決定方法は、割引率決定の基礎となる債券の期間について、従来、従業員
の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法によっておりましたが、退職給付の支払
見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いた
しました。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って
おります。なお、当連結会計年度の期首における利益剰余金の増減はありません。
この結果、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、当該会計基準を適用することによる税金等
調整前当期純損失及びその他重要な項目に対する影響額はありません。

（未適用の会計基準等）
・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）
・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）
・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）
・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）
・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号
平成25年９月13日)

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成25年
９月13日）

(1）概要
上記の会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に
対する親会社の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫定的な会計処理の確定の取扱
い、④当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更等について改正されまし
た。

(2）適用予定日
平成29年２月期の期首より適用予定であります。
なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成29年２月期の期首以後実施される企業結合か
ら適用する予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響
「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結計算書類に与える金額的影響はありません。

追加情報

１．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する
連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.6％から
平成28年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成
29年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.2％になりま
す。
この税率変更により、繰延税金負債の純額は17,832千円減少し、法人税等調整額が287千円、その
他有価証券評価差額金が18,105千円、繰延ヘッジ損益が14千円増加しております。

２．連結決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する
等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始
する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。
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これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成29年３月１日
に開始する連結会計年度及び平成30年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差
異については従来の32.2％から30.9％に、平成31年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消が
見込まれる一時差異については30.6％になります。
この税率変更により、繰延税金負債の純額は11,373千円、法人税等調整額が2,853千円減少し、そ
の他有価証券評価差額金が8,520千円増加いたします。
　

連結貸借対照表に関する注記

1. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2. 担保資産及び担保付債務

　 担保に供している資産 建 物 587,207千円

土 地 1,168,514千円

　 計 1,755,721千円

　 担保付債務 短 期 借 入 金 219,000千円

長 期 借 入 金 303,000千円

　 計 522,000千円

3. 有形固定資産の減価償却累計額 11,089,975千円

4. 偶発債務

　 手形債権流動化に伴う買戻し義務の上限額 31,078千円

連結損益計算書に関する注記

記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
2. 発行済株式の総数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数

増 加 減 少
当連結会計年度末

株式数

普通株式（株) 19,078,500 ― ― 19,078,500

3. 自己株式の数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数

増 加 減 少
当連結会計年度末

株式数

普通株式（株) 2,094,668 3,582 ― 2,098,250

　

4. 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年４月20日
決算取締役会

普通株式 84,919 5.00
平成27年
２月28日

平成27年
５月７日
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たりの
配当額(円)

基準日
効力
発生日

平成28年４月18日
決算取締役会

普通株式 利益剰余金 84,901 5.00
平成28年
２月29日

平成28年
５月11日

金融商品に関する注記

1．金融商品の状況に関する事項
(1）金融商品に対する取組方針
当社グループは、製造販売事業を行うための運転資金計画等に照らして、必要な資金を銀行等金
融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は外貨建営業債権債務に係る為替
リスクをヘッジすることを目的とした先物為替取引及び借入金に係る金利変動リスクをヘッジす
ることを目的とした金利スワップ取引であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券
は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、運転資
金及び設備資金であります。
デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした
先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス
ワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘ
ッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」の「重要なヘッジ
会計の方法」に記載しております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況をモニタリングし、取引相手ご
とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格
付の高い金融機関とのみ取引を行っています。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取
引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引については、内規に従い、稟議による社長決裁を必要としております。取
引の実行及び管理は管理部が行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、十分な手元流動性を確保することにより、流動性リスクを軽減しております。さら
にコミットメントラインの未使用枠残高が1,700百万円あり、万一資金需要に変化が生じて
も十分に対応できるように管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる
前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項

平成28年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま
せん（（注２）を参照ください。）。

　 （単位：千円）
　 連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

（1）現金及び預金 1,024,272 1,024,272 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,864,118 1,864,118 ―

（3）投資有価証券 839,987 839,987 ―

（4）長期貸付金 4,508 4,515 ６

資 産 計 3,732,887 3,732,893 ６

（1）支払手形及び買掛金 1,019,490 1,019,490 ―

（2）短期借入金 570,000 570,000 ―

（3）長期借入金 1,003,000 1,007,972 4,972

負 債 計 2,592,490 2,597,462 4,972

デリバティブ取引 ※ 556 556 ―
(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については（ ）で示しております。
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4) 長期貸付金（一年以内返済予定の長期貸付金を含む）

これらの時価については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を国債の利回り等適切な指

標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 長期借入金（一年以内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
　
デリバティブ取引

時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

なお、金利スワップの特例によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 65,540

長期預り保証金 232,443

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

長期預り保証金は、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　（単位：千円）
　

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,024,272 ― ― ―
受取手形及び売掛金 1,864,118 ― ― ―
長期貸付金（※） 3,742 535 230 ―

合 計 2,892,133 535 230 ―
(※) 長期貸付金のうち、1,575千円は、償還時期が未定のため含めておりません。
　

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 （単位：千円）
　

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

長期借入金 219,000 784,000 ― ― ―

合 計 219,000 784,000 ― ― ―

　

賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、賃貸用のオフィスビル及び倉庫用建物等を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

賃貸等不動産 2,430,420 3,888,435

(注)1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基

づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 500円29銭

2. １株当たり当期純損失 ３円36銭
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貸 借 対 照 表
（平成28年２月29日現在）

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
【資 産 の 部】 【負 債 の 部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

(有形固定資産)

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

(無形固定資産)

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,920,564

816,982

213,440

168,679

1,433,240

1,697,048

290,589

49,136

40,619

88,141

850,211

276,276

△3,802

7,157,924

(5,450,076)

2,038,325

73,239

324,226

2,771

76,169

2,925,180

10,162

(42,942)

30,935

12,006

(1,664,906)

905,528

24,000

455,660

288,415

△8,697

流 動 負 債 2,341,693
支 払 手 形 91,941
電 子 記 録 債 務 168,950
買 掛 金 841,660
短 期 借 入 金 789,000
未 払 金 224,153
未 払 費 用 65,244
賞 与 引 当 金 93,292
役 員 賞 与 引 当 金 10,435
そ の 他 57,016

固 定 負 債 2,292,282
長 期 借 入 金 784,000
繰 延 税 金 負 債 235,780
退 職 給 付 引 当 金 875,884
役員退職慰労引当金 164,173
長 期 預 り 保 証 金 232,443
負 債 合 計 4,633,976
【純 資 産 の 部】

株 主 資 本 8,083,094
資 本 金 1,830,000
資 本 剰 余 金 1,411,861
資 本 準 備 金 1,410,780
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,081
利 益 剰 余 金 5,240,014
利 益 準 備 金 414,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,826,014
固定資産圧縮積立金 749,402
別 途 積 立 金 3,400,000
繰 越 利 益 剰 余 金 676,611

自 己 株 式 △398,781
評価・換算差額等 361,418

その他有価証券評価差額金 361,045
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 372
純 資 産 合 計 8,444,513

資 産 合 計 13,078,489 負債・純資産合計 13,078,489
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損 益 計 算 書

（平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,330,512

売 上 原 価 6,836,755

売 上 総 利 益 2,493,757

販売費及び一般管理費 2,642,759

営 業 損 失 149,002

営 業 外 収 益

受取利息及び受取配当金 31,781

受 取 保 険 金 3,305

為 替 差 益 106

そ の 他 11,883 47,076

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,513

支 払 手 数 料 12,013

そ の 他 3,014 28,542

経 常 損 失 130,467

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 棄 損 4,995 4,995

税 引 前 当 期 純 損 失 135,463

法人税、住民税及び事業税 13,628

法 人 税 等 調 整 額 △45,076 △31,448

当 期 純 損 失 104,015
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株主資本等変動計算書

（平成27年３月１日から
平成28年２月29日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

平成27年３月１日残高 1,830,000 1,410,780 1,081 1,411,861

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当

税率変更による固定資
産圧縮積立金の増加

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 損 失

自己株式の取得

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

平成28年２月29日残高 1,830,000 1,410,780 1,081 1,411,861
　

(単位：千円)

株主資本

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成27年３月１日残高 414,000 678,874 3,400,000 936,074 5,428,948

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △84,919 △84,919

税率変更による固定資
産圧縮積立金の増加

96,960 △96,960 ―

固定資産圧縮積立金の取崩 △26,432 26,432 ―

当 期 純 損 失 △104,015 △104,015

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― 70,527 ― △259,462 △188,934

平成28年２月29日残高 414,000 749,402 3,400,000 676,611 5,240,014
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(単位：千円)
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成27年３月１日残高 △398,106 8,272,703 338,975 7,786 346,761 8,619,465

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △84,919 △84,919
税率変更による固定資
産圧縮積立金の増加

―

固定資産圧縮積立金の取崩 ―

当 期 純 損 失 △104,015 △104,015

自己株式の取得 △674 △674 △674

自己株式の処分 ― ― ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

22,070 △7,413 14,657 14,657

事業年度中の変動額合計 △674 △189,609 22,070 △7,413 14,657 △174,952

平成28年２月29日残高 △398,781 8,083,094 361,045 372 361,418 8,444,513
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個別注記表（自 平成27年３月１日 至 平成28年２月29日）

重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　…………………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの　………………………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

　時価のないもの　………………………………… 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・原材料・仕掛品 　……………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

貯蔵品　……………………………………………… 最終仕入原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法)

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、静岡事業部及び大阪配送センター（賃貸用）の建物、

構築物並びに平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物　……………………………… ８～45年

機械及び装置　……………………………… 12年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

リ ー ス 資 産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成21

年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

4. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

賞 与 引 当 金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当事業年度の負担相当額を

計上しております。
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役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づく当事業年度の負担相当額を計

上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づいて計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま
す。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しており

ます。

5. ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を行っております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理によっております。

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

原材料等の輸入取引により発生する外貨建債務に係る将来の為替相場の変動リスクをヘッジす

るために為替予約取引（買建）を、借入金の金利変動リスクを回避するために金利スワップ取

引を利用しております。

ヘ ッ ジ 方 針

通常の営業取引の範囲内で、外貨建金銭債権債務に係る為替相場の変動リスク及び借入金に係

る金利変動リスクを回避することを目的としてデリバティブ取引を行っております。

ヘッジ有効性評価の方法

事前テスト及び決算日と第２四半期決算日における事後テストにより有効性の評価を行ってお

ります。

6. その他計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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会計方針の変更に関する注記

（会計方針の変更等）
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成
27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給
付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて、当事業年度から適用しております。なお、退職
給付債務及び勤務費用の計算方法は、期間定額基準によっており従来の計算方法と変更はありませ
ん。また、割引率の決定方法は、割引率決定の基礎となる債券の期間について、従来、従業員の平
均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法によっておりましたが、退職給付の支払見込
期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしま
した。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って
おります。なお、当事業年度の期首における繰越利益剰余金の増減はありません。
この結果、従来の会計処理の方法によった場合に比べ、当該会計基準を適用することによる税引前
当期純損失及びその他重要な項目に対する影響額はありません。

表示方法の変更

貸借対照表

前事業年度において「受取手形」に含めておりました「電子記録債権」（前事業年度27百万円）に

ついては、重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記しております。
　

貸借対照表に関する注記

1. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2. 関係会社に対する短期金銭債権 1,064,148千円

　 関係会社に対する短期金銭債務 276,753千円

3. 担保資産及び担保付債務

　 担保に供している資産 建 物 587,207千円

土 地 1,168,514千円

　 計 1,755,721千円

　 担保付債務 短 期 借 入 金 219,000千円

長 期 借 入 金 303,000千円

　 計 522,000千円

4. 有形固定資産の減価償却累計額 10,546,024千円

5. 偶発債務

　 手形債権流動化に伴う買戻し義務の上限額 31,078千円
　

損益計算書に関する注記

1. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2. 関係会社との取引高 有 償 部 材 支 給 高 847,022千円

仕 入 高 等 2,117,907千円

資 産 の 譲 渡 高 8,601千円

受 取 配 当 金 5,000千円
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株主資本等変動計算書に関する注記

1. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

2. 自己株式の数に関する事項

当事業年度期首
株式数

増 加 減 少
当事業年度末

株式数

普通株式（株) 2,094,668 3,582 ― 2,098,250

　

税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 賞 与 引 当 金 30,786千円

未 払 事 業 所 税 1,090千円

退 職 給 付 引 当 金 282,034千円

貸 倒 引 当 金 3,884千円

役員退職慰労引当金 52,863千円

繰 越 欠 損 金 25,411千円

減 損 損 失 71,288千円

たな卸資産評価損 10,022千円

そ の 他 31,577千円

繰延税金資産小計 508,959千円

評 価 性 引 当 額 △127,360千円

繰延税金資産合計 381,598千円

　 繰延税金負債 未 収 事 業 税 △1,235千円

固定資産圧縮積立金 △356,348千円

その他有価証券評価差額金 △171,470千円

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △183千円

繰延税金負債合計 △529,237千円

　 繰延税金資産（負債）の純額 △147,639千円

(注) 当事業年度における繰延税金資産（負債）の純額は、貸借対照表に以下のとおり表示しており
ます。

　
　 流動資産－繰延税金資産 88,141千円

　 固定負債－繰延税金負債 △235,780千円
　

２．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する
事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。
これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.6％から
平成28年３月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成29年
３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.2％になります。
この税率変更により、繰延税金負債の純額は17,832千円減少し、法人税等調整額が287千円、その
他有価証券評価差額金が18,105千円、繰延ヘッジ損益が14千円増加しております。
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３．決算日後の法人税等の税率の変更

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始

する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成29年３月１日

に開始する事業年度及び平成30年３月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては従来の32.2％から30.9％に、平成31年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一

時差異については30.6％になります。

この税率変更により、繰延税金負債の純額は11,373千円、法人税等調整額が2,853千円減少し、そ

の他有価証券評価差額金が8,520千円増加いたします。
　

関連当事者との取引に関する注記

子会社等

属性
会社等
の名称

住所 資本金
事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

千円 千円

子会社
LIHIT LAB.
VIETNAM INC.

ベトナム社会
主義共和国
ハイフォン市

5,000
千USドル

事務用品
等の製造

100.0％ なし

当社ブ
ランド
製品の
製造

有償部材
支給高

847,022 未収入金 172,490

仕入高 2,094,217 買掛金 250,433

資産譲渡高 8,601 未収入金 3,579

資金の貸付 ― 短期貸付金 846,469

子会社
大江ビル
サービス
株式会社

大阪府大阪市
10,000
千円

不動産
の管理

100.0％ あり
本社ビ
ル等の
管理

仕入高等 23,689 前渡金 3,896

配当金の
受取

5,000 ― ―

(注) 取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
　

取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、その他の取引については見積書を発行

し、価格交渉を行ったうえで決定しております。
　

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 497円31銭

2. １株当たり当期純損失 ６円13銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年４月８日

株式会社リヒトラブ

取 締 役 会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 郁 生 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 富 田 雅 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社リヒトラブの平成27年３月１日
から平成28年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社リヒトラブ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成28年４月８日

株式会社リヒトラブ

取 締 役 会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 郁 生 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 富 田 雅 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社リヒトラブの平成27年３
月１日から平成28年２月29日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年３月１日から平成28年２月29日までの第68期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した

意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査室その他の使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必

要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び内部監査室その他の使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年４月11日

株式会社リヒトラブ 監査役会

監 査 役(常勤) 上 野 鉃 二 ㊞

監 査 役(常勤) 青 木 司 ㊞

監 査 役 山 下 忠 雄 ㊞

監 査 役 和 中 修 二 ㊞

(注) 監査役山下忠雄及び監査役和中修二は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社

外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　 第１号議案 株式併合の件

１． 株式併合を必要とする理由

　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場す

る国内会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しておりま

す。

　当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を尊重し、当社株

式の売買単位を1,000株から100株に変更するとともに、証券取引所が望まし

いとする投資単位の水準（５万円以上50万円未満）を維持することを目的と

して、株式の併合を行うものであります。

２． 株式併合の内容

(１) 併合する株式の種類及び割合

　当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。

　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の

定めに基づき一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対

して、端数に応じて分配いたします。

(２) 株式併合の効力発生日

　平成28年９月１日

(３) 効力発生日における発行可能株式総数

　4,000,000株

３． その他

　本議案に係る株式併合は第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決する

ことを条件といたします。なお、その他手続き上の必要事項につきましては、

取締役会にご一任願いたいと存じます。
　

(注) 株式併合により、発行済株式総数が10分の１に減少することとなりますが、

純資産額等は変動しませんので、１株当たりの純資産額は10倍となり、株式

市況の変動など他の要因を除けば、当社株式の資産価値に変動はありませ

ん。また、議決権等、株主様の権利も変動はありません。
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　 第２号議案 定款一部変更の件

１． 変更の理由

(１) 第１号議案に係る株式併合に伴い、株式併合の割合に合わせて発行可能株

式総数を現在の4,000万株から400万株に減少させるとともに、全国証券取引

所が発表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨を尊重し、単元株

式数を現在の1,000株から100株とするため、定款第６条（発行可能株式総

数）及び定款第８条（単元株式数）を変更するものであります。

　また、本定款の一部変更の効力は、株式併合の効力発生日である平成28年

９月１日をもって生じる旨の附則を設け、本附則は当該変更の効力発生をも

って削除するものといたします。

　なお、本定款一部変更につきましては、第１号議案「株式併合の件」が原

案どおり承認可決されることを条件といたします。

(２) 平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」（平成26

年法律第90号）により、責任限定契約を締結できる役員の範囲が社外取締

役、社外監査役から取締役（業務執行取締役等であるものを除く）や監査役

に拡大されたため、定款規定を変更するものであります。

　なお、定款第29条の変更につきましては、各監査役の同意（監査役全員の

一致をもって行う監査役会の同意）を得ております。
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２． 変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。
　

（下線部分は変更箇所を示します）

現 行 定 款 変 更 案
第１条～第５条（条文省略）

(発行可能株式総数)
第６条 当会社の発行可能株式総数は、4,000万

株とする。

第７条（条文省略）

(単元株式数)
第８条 当会社の単元株式数は、1,000株とす

る。

第９条～第28条（条文省略）

(社外取締役との責任限定契約)
第29条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外取締役との間で、同法第423
条第１項の責任を法令の定める限度まで
限定する契約を締結することができる。

第１条～第５条（現行どおり）

(発行可能株式総数)
第６条 当会社の発行可能株式総数は、400万株

とする。

第７条（現行どおり）

(単元株式数)
第８条 当会社の単元株式数は、100株とする。

第９条～第28条（現行どおり）

(取締役との責任限定契約)
第29条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、取締役（業務執行取締役等であ
るものを除く。）との間で、同法第423条
第１項の責任を法令の定める限度まで限
定する契約を締結することができる。

第30条～第37条（条文省略）

(社外監査役との責任限定契約)
第38条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外監査役との間で、同法第423
条第１項の責任を法令の定める限度まで
限定する契約を締結することができる。

第39条～第43条（条文省略）

（新 設）

第30条～第37条（現行どおり）

(監査役との責任限定契約)
第38条 当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、監査役との間で、同法第423条第
１項の責任を法令の定める限度まで限定
する契約を締結することができる。

第39条～第43条（現行どおり）

附則
第６条（発行可能株式総数）および第８条（単
元株式数）の変更は、平成28年９月１日をもっ
て当該変更の効力が発生するものとする。
なお、本附則は当該変更の効力発生をもって、
これを削除する。
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　 第３号議案 取締役７名選任の件
　取締役全員（７名）は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社の
株 式 の 数

１
田　中　経　久
た なか つね ひさ

(昭和12年10月１日)

昭和37年９月 当社入社

843,000株

昭和39年４月 当社取締役

昭和41年４月 当社常務取締役

昭和46年４月 当社専務取締役

昭和53年５月 当社取締役副社長

昭和57年５月 当社代表取締役社長

平成24年５月 当社代表取締役会長

現在に至る

２
田　中　宏　和
た なか ひろ かず

(昭和40年８月18日)

平成２年12月 当社入社

159,000株

平成10年５月 当社取締役販売支援部長

平成12年５月 当社取締役大阪店長

平成16年５月 当社常務取締役営業本部担当

平成22年５月 当社常務取締役営業本部長

平成24年５月 当社代表取締役社長兼営業本部長

現在に至る

３
大　内　高　明
おお うち たか あき

(昭和26年４月26日)

平成15年12月 当社入社、総務部長兼経理部長

24,000株

平成16年５月 当社取締役総務部長兼経理部長

平成23年６月 当社取締役管理部長

平成24年５月 当社常務取締役管理部長

現在に至る

４
道　家　義　則
どう け よし のり

(昭和24年11月17日)

昭和47年３月 当社入社

17,000株

平成18年４月 当社販売計画部副部長

平成20年５月 当社取締役販売計画部長

平成24年５月 当社取締役営業本部副本部長兼販売計画部長

平成26年５月 当社常務取締役営業本部副本部長兼販売計画部長

現在に至る

― 39 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年04月20日 20時24分 $FOLDER; 39ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び担当並びに
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社の
株 式 の 数

※５
田　中
た なか

　収
しゅう

　一
いち

(昭和31年４月18日)

昭和56年４月

平成20年４月

平成23年５月

平成23年12月

平成24年６月

当社入社

当社東京ＭＤ部副部長

当社執行役員東京ＭＤ部部長

当社執行役員東京ＭＤ部部長兼静岡事

業部ベトナム計画室長

当社執行役員東京ＭＤ部部長兼静岡事

業部ベトナム計画室室長兼購買部担当

現在に至る

13,000株

※６
有　本　佳　照
あり もと よし てる

(昭和33年12月27日)

昭和56年４月

平成19年５月

平成25年５月

当社入社

当社デザインプレイス室長

当社執行役員デザインプレイス室長

現在に至る

16,000株

７
古　谷　勝　紀
ふる たに よし のり

(昭和15年３月10日)

平成16年７月 生興株式会社代表取締役社長

37,000株

平成20年３月 同社代表取締役会長

平成22年３月 同社会長

平成23年５月 当社監査役

平成27年５月 当社取締役

現在に至る

(重要な兼職の状況)

生興株式会社会長

(注) 1. ※印は、新任の取締役候補者であります。

2. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

3. 古谷勝紀氏は、社外取締役候補者であります。

4. 古谷勝紀氏は、当社の社外取締役として東京証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基

づく独立役員の届け出をしております。

5. 古谷勝紀氏を社外取締役候補者とした理由は、企業経営者としての豊富な経験と高い識見

を有していることから、経営監督機能の強化及び重要な意思決定における妥当性・適正性

を確保し、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に貢献いただけるものと判断したため

であります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年

となります。

6. 当社は、古谷勝紀氏との間で会社法第427条第１項に基づき、同氏と同法第423条第１項の

賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度

額は法令が規定する額としており、古谷勝紀氏の再任が承認された場合は、同氏との当該

契約を継続する予定であります。
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　 第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
取締役田中文浩氏及び桜井宏氏は、本定時株主総会終結の時をもって退任

されますので、在任中の労に報いるため、当社における一定の基準に従い、

退職慰労金を総額14百万円以内として、贈呈いたしたいと存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等については取締役会にご一任

願いたいと存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 　 略 歴

田
た

中
なか

文
ふみ

浩
ひろ

平成18年５月 当社取締役

平成24年５月 当社常務取締役

　 現在に至る

桜
さくら

井 宏
い ひろし 平成26年５月 当社取締役

　 現在に至る

　

以 上

― 41 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年04月20日 20時24分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



〈メ モ〉
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〈メ モ〉
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N 至東梅田

至天王寺

地
下
鉄
谷
町
線

銀行協会

谷町四丁目
中央大通り

地下鉄中央線

大阪府庁

大阪城公園

阪神高速13号東大阪線

国立病院機構
大阪医療センター

谷
町
筋

至
本
町

至
生
駒

株式会社リヒトラブ
　　　（大江ビル）

株主総会会場ご案内図

会 場　 大阪市中央区農人橋一丁目１番22号

　 大江ビル13階 当社本店会議室

交 通　 地下鉄谷町線・中央線「谷町四丁目」駅下車

谷町四丁目駅８号出口のすぐそばですので

なるべく地下鉄をご利用ください。
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